２０１０年３月17日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県・地域各界連
　　　　　　　　　御中

加盟団体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消費税廃止各界連絡会
消費税実施22年目「増税計画ストップ！　食料品非課税などくらしにかかる
消費税の減税を求める　全国いっせい大宣伝行動」の成功を呼びかけます
連日の奮闘ご苦労さまです。
国民の大きな怒りの中で消費税実施が強行された１９８９年の４月１日から22年目を迎えます。

「増税計画ストップ！　食料品非課税などくらしにかかる消費税の減税を求める　全国いっせい大宣伝行動」を、昨年を上回る規模でとりくみ、大成功させることを呼びかけます。
鳩山内閣は「政権任期中は、消費税率は引き上げない」と公約したものの、菅財務相が「消費税論議をおこなう」と言い、政府税調の専門家委員会も審議を始めました。財界は「与野党で一致して論議を」と増税を迫り、自民党も「円卓会議での消費税増税」を提案しました。マスコミも社会保障財源や財政危機のためには「消費税増税は避けられない」とあおり、鳩山内閣も消費税を財源とする年金制度の議論を始めました。マスコミ、財界、民主党・自民党あげて「福祉のためなら、消費税増税もやむをえない」と、国民に増税を飲ませようという世論誘導がすすめられています。
しかし、「構造改革」による規制緩和のもと、労働者の所得は10年連続して減少し、派遣切りが横行し失業者も増加しています。中小業者は仕事が激減し、「営業だけでは生活できない」世帯が６割にいたっています。年金や社会保障の連続改悪で高齢者、低所得者の生活はいっそうの困難に直面しています。自殺者は12年連続で３万人を超え、社会の疲弊と荒廃は極限状態にまで達しています。国民のくらしと営業を再建するため、家計支援と内需主導の経済への転換はまったなしです。
国民の苦難をよそに、資本金10億円以上の大企業の内部留保は２２９兆円にも達しています。法人税や所得税最高税率を元に戻し、株で大もうけした高額所得者に本来の20％の税率を適用すれば、７兆円もの税収増になります。また、軍事費をはじめ無駄を徹底的に見直せば５兆円の財源が生まれ、合計で12兆円になります。このように、大企業・大資産家に応分の負担をさせ、社会的責任を果たさせることが求められています。同時に、「子ども手当」を口実にした扶養控除廃止など、財源を庶民増税でまかなうことは、ただちに中止させることが必要です。
消費税をめぐる緊迫した情勢のもと、今回のいっせい宣伝行動は、特別に重要な意義をもっています。

第一に、国民のくらしと営業が引き続き深刻な事態になっているもとで、これ以上の負担には耐えられないという実態と怒りを、宣伝・対話で国民共通のものにしていく行動です。
　第二に、国の財政と税制のあり方に国民の厳しい視線が注がれるもとでの宣伝行動です。「大企業・大資産家優遇税制を改め、軍事費をはじめとしたムダに切り込めば、暮らしをあたため社会保障を充実させる財源が生まれ、消費税減税も可能」という訴えに、政治的立場の違いを超えて共感が広がることは各地の経験からも明らかです。鳩山内閣が、これまでの自民党・公明党の政治のゆがみをただし、「生活第一」にふさわしい税財政制度をつくることを迫っていきましょう。

　第三に、７月の参議院選挙では、消費税増税問題が大きな争点になります。増税勢力が増税を口にすることができないような状況をつくり、増税を許さない政党、勢力、候補者を多数国会に送って「増税阻止・減税実現」の国会をつくることが求められます。そのため、世論の動向が決定的であり、草の根からの宣伝・対話・署名など創意工夫をこらした多彩な運動の出番のときです。
４月１日を中心としたこの行動を契機に、参院選に向け大きな運動と世論をつくっていきましょう。

